
39 Ｐ

3

(1)

１ 施策の内容

【取組の概要】 【めざす姿】

２ 施策の進捗状況と評価

<<これまでの成果>>

<<進捗状況に課題がみられる分野>>
（単位：人）

施策評価調書〔途中評価（平成30年度実施）〕

長崎県総合計画における位置付け 作 成 年 月 日 平成30年10月26日 長崎県総合計画記載ページ

将 来 像 地域のみんなが支えあう長崎県 施 策 主 管 所 属 福祉保健部　長寿社会課

基 本 戦 略 名 互いに支えあい見守る社会をつくる 課 （ 室 ） 長 名 課長　小村　利之

施 策 名 必要なときに必要な医療・介護・福祉サービスが受けられる体制の整備
施 策 関 係 所 属
（ 部局名課名 ）

福祉保健部医療政策課　障害福祉課

団塊の世代がすべて75歳以上の後期高齢者となる2025年を見据え、地域における医療・介護の総合的な確保を
推進します。また、障害のある人の増加や高齢化に対応した障害福祉サービス等の充実を図ります。

　県民の皆さんの医療・介護・福祉への不安が解消されている社会となっている。

施策の進捗状況の評価

　□Ａ：順調　　□Ｂ：やや遅れている　　■Ｃ：遅れている

●地域の実情に合った地域医療構想を策定し、構想実現に向けた取組として、二次医療圏ごとに医療、介護関係者で協議をする場として「地域医療構想調整
会議」を開催し、急性期から回復期への転換等に関する課題等について検討を行った。また、多くの医療機関等が参加する医療情報ネットワーク「あじさい
ネット」について、薬剤情報の共有など機能強化に取り組んだ。
●輪番で救急を担う病院の設備・施設整備の支援、救急医療協力病院へ補助を行うとともに、ドクターヘリについては、要請件数増加に伴う重複要請対策と
して、平成29年度に佐賀県との相互応援協定を締結した。
●離島、へき地等不採算となる医療圏の中核病院として、県と関係市町による「病院企業団」を設置しており、当該企業団が行う医師の確保や医療施設・設
備の整備に対して支援を行った。
●地域包括ケアシステムの構築に関して、「医療」「介護」「保健・予防」「住まい・住まい方」「生活支援・見守り等」「専門職・関係機関のネットワー
ク」「住民参画」「行政の関与・連携」の８分野78項目からなる「長崎県版地域包括ケアシステム構築評価基準」を策定し、客観的評価を実施したことによ
り、各圏域における地域包括ケアシステムの構築状況や課題を把握することができた。
●客観的評価結果に基づき、地域包括ケアシステムの構築目標年や、そのために実施する取組等を内容とするロードマップを県内全21市町で策定した。
●特別養護老人ホームの県全体の定員に占める個室・ユニット型施設の定員の割合について、平成29年度までの実績は38.8％（2,921床／7,525床）と、基準
年(平成26年度)の34.1%(2,390床／7,014床)に比べ4.7%増加している。
●認知症の早期診断・治療が行われる医療体制を構築するために、県内9箇所に認知症疾患医療センターを整備した。
●認知症サポーターと認知症サポーターを養成する講師役であるキャラバンメイトを養成し、平成29年度末時点で最終目標（平成32年度）の102,000人を超え
る113,509人を養成することができた。
●障害者（児）の抱える課題に対する適切な支援を実施するため、相談支援専門員及びサービス管理責任者等の養成や相談支援体制の充実を図った。
●障害者入所施設からの地域移行の受け皿となる「グループホーム」や地域における障害児療育の拠点機関となる「児童発達支援センター」の整備に対し
て、優先的に補助を行った。

●地域包括ケアシステムの構築状況について、客観的評価を行った結果、平成28年度末時点でシステムが構築できていると評価されたのは、佐々町の１圏域
のみにとどまっているため、全国よりも10年早く高齢化が進み、１日も早いシステムの構築が求められている本県では、市町や関係団体と連携しながら、取
組を強化していく必要がある。
●平成30年度中に県内全ての二次医療圏域に認知症疾患医療センターを整備し、全市町において認知症地域支援推進員や初期集中支援チームを配置すること
ができたが、各機関同士の連携や、地域における認知症に関する医療・介護・行政等の地域支援体制の充実･強化を図る必要がある。

(人)



３ 施策の成果指標の進捗状況
基準年 H28 H29 H30 H31 H32

目標値① 5% 10% 20% 40% 60%

②／① 20% ―

４　新たな課題や社会情勢の変化等 ５　課題を踏まえた今後の対応方針

６ 施策を推進する事業群の状況

進捗状況の分析

事業群①「医療提供体制の構築」　　　　　　　　　　　　事業群評価調書３－(１)－①（１－地域医療構想の実現、２－医療提供体制の構築、３－離島・へき地の医療機関への支援）　参照
事業群②「地域包括ケアシステムの構築」　　　　　　　　事業群評価調書３－(１)－②　参照
事業群③「介護サービス基盤整備等の推進」　　　　　　　事業群評価調書３－(１)－③　参照
事業群④「認知症施策の推進」　　　　　　　　　　　　　事業群評価調書３－(１)－④　参照
事業群⑤「障害福祉サービス等の提供体制の確保・充実」　事業群評価調書３－(１)－⑤　参照

●本県では、2025年には県民の3人に1人以上が65歳以上の高齢者となり、特に2020年から2025年には、75歳以
上の高齢者の増加が顕著になるなど、医療・介護サービスの需要が増大すると予測されている。

●平成30年7月に医療法の一部を改正する法律が公布され、都道府県が定める医療計画において定めるものとさ
れている事項に、新たに外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項を記載する必要がある。

●本県の認知症高齢者に対する支援体制は、医療面では、認知症疾患医療センターを平成30年10月までに県内
二次医療圏域に9病院を整備し、地域においても、県内全市町で認知症地域支援推進員と初期集中支援チームを
平成30年5月までに整備している。今後は、地域内での医療･介護・行政等の連携体制や地域間の連携･情報共有
体制の充実が必要である。

●特別養護老人ホームについては、施設の定員数が、要介護3以上の在宅待機者の数を充足していない。

●在宅で生活する医療的ケアが必要な障害児（者）への支援（介護者の負担軽減）を充実する必要がある。

●引き続き、地域包括ケア構築評価基準を活用して、各市町の構築状況を把握しながら、課題解決に向けた具体
的な取組を支援していく。

●地域医療構想調整会議については、少人数の病院関係者等による専門部会などを設置しており、外来医療の提
供体制についても協議の場を設けて、関係団体とより一層連携して適切な医療機能の分化・連携を進めていく。

●各二次医療圏域において、認知症疾患医療センターを中心に地域協議会による連携強化や、長崎県認知症サ
ポートセンターが実施する認知症地域支援推進員及び初期集中支援チームに対する研修会等において、地域間の
連携･情報共有等の充実を図る。

●これまでの整備実績や市町の意向等を踏まえて策定した第7期（平成30～32年度）の長崎県老人福祉計画・介護
保険事業支援計画に従い、重度要介護在宅待機者の解消に向けた整備を行う。

●医療的ケアが必要な障害児（者）の地域生活を支援するための体制整備として、在宅重症心身障害児者短期入
所支援事業を継続するとともに、保健・医療・福祉・教育等の各機関が連携を図るための協議の場を県、市町
（圏域）に設置する。

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

　県内全体で123圏域において、地域包括ケアシステムの構築が予定されているが、その構築状
況を判断する客観的な判断基準がなかったことから、平成29年度に「長崎県版地域　包括ケアシ
ステム構築評価基準」を策定し、構築を予定する123圏域中、平成28年度末で構築できたと自己
評価したのは佐々町の1圏域であった。
　この評価基準に基づき、地域包括ケアシステムの構築に向けてロードマップを市町ごとに策定
し、市町の取組が遅れている分野や、不足している分野を中心に支援し、地域包括ケアシステム
の早期構築を目指す。
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